
【2015 年 9 月以前の閣議決定案件に適用】 

1．設計変更について 

1. 無償資金協力事業において、受注コンサルタントは入札図書と施工結果に変化が生じる

変更を承認する場合には、「無償資金協力事業におけるコンサルタント業務の手引き」を

参照の上、設計変更の手続きを行う必要があります。 

2. JICA は、コンサルタントから申請のありました設計変更について、変更の経緯、内容及び

金額について把握し、承認します。 

2．設計変更にかかる留意点 

1. 申請時に網羅すべき事項は以下のとおりです；  

1. 変更内容 

2. 変更の理由 

3. コンサルタントの技術的見解 

4. 積算根拠（変更の概要、変更項目、数量、単価、積算根拠） 

5. 要請内容の妥当性（先方政府の要請の有無、調査時の設計方針との整合等） 

2. 申請の時期は変更内容により、二つの時期を想定しています。  

1. 大幅な設計変更は、当該部分の施工着手前に申請し JICA の承認を得ることが必

要。 

2. 軽微な変更は受注コンサルタントの判断と責任により、当該部分の施工実施（開

始）後の事後申請を可とする。 

3. 大幅な変更に係る事前申請については、申請・承認の適正化・迅速化を図る観点から 1

枚紙資料による事前協議を導入します。 

4. 事後申請についても、JICA が申請内容について確認を行い、設計変更を承認できない場

合は手直し（入札図書どおりの施工）を求める場合があります。 

5. 事後申請における変更金額についても JICA は確認を行います。承認される金額は申請

額と同額とならない場合があります。 

6. 事後の申請内容が軽微ではないと判断される場合には、JICA は受注コンサルタントに対

し、事後の大幅な変更としての手続きを求める場合があります。 

7. 事前承認を得る場合においても、受注コンサルタント及び JICA 両者の合意が得られれば

（施工業者の了解取り付けが前提）、金額の確認等を事後として、当該部分の施工着手を

可とします。 

8. 大幅な変更（事前承認）の場合は、承認段階で変更金額の支出（又は戻入）が確定します

が、軽微な変更（事後申請）の場合には、承認時に各変更項目の金額を確認したうえで、



毎回変更契約を行わず、最終的な軽微な設計変更承認合計金額について残余金及び予

備的経費（該当案件のみ）の残額の範囲内で支出が決定されます。 

9. 上記において、途中別途契約変更を行う場合には、軽微な変更承認済み項目を併せて変

更契約する事が出来ます。 

10. 事前事後を問わず、申請は同時に複数行うことを可能ですが、様式 2 は変更項目ごとに

作成することが必要となります。 

11. 事前協議・事後申請の際には、設計変更概要表もあわせて提出をお願いします。作成の

際には、以下の事項に注意の上、受注コンサルタントの技術的見解に記載した事項を簡

潔にまとめてください。  

1. すべての項目を記載するのではなく、以下のとおり変更について比較を行う欄のみ

記入する。  

 ア. 概略設計と詳細設計の比較時の設計変更：「a.概略設計（O/D）」及び「b.

詳細設計（D/D）」 

 イ. 施工段階の設計変更：「b.詳細設計（D/D）」及び「d.変更後」 

 ウ. 調達段階での設計変更：「c.契約時」及び「d. 変更後」 

2. 金額については、  

1. O/D-D/D 比較：事業費の記載を変更することになるが、表外に以下ア、イ

の金額も併せて記載すること。「金額」及び「金額の増減」については、直接

工事費のみではなく、当該変更に伴う間接費等の変更・為替変動も記載す

ること。  

 ア. 「その他の変更に伴う金額の変更」： 

「大幅な設計変更」である「1.変更項目」以外の変更によって生じた金

額の変更 

 イ. 「為替変動分」： 

全ての事業費の変動分のうち、為替変動分 

2. 契約締結後：契約金額の変更を伴うものについて記載すること。 

12. 設計変更の申請手続きは、以下の別紙に記載してあります。なお、別紙の設計変更内容

区分も参考の上、申請するようにしてください。 

【参照資料】 

1. 設計変更申請手続き 

2. 設計変更内容区分 

3. 設計変更の際に適用する単価、為替レート 
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設計変更の際に適用する単価、為替レート 

 

 無償資金協力iにおける設計変更の際の予定価格の積算に適用する単価、為替

レートは以下を原則とします。 

 

１．施設 

1)既存工種iiについては、詳細設計時の積算単価を用いる。 

2)新規工種については、設計変更時に単価を設定する。 

1)、2)ともに為替レートは、数量が増となる場合は、設計変更時から過去3ヶ月

の平均レートを詳細設計時と同一の方法で算出する。また、数量が減となる場

合は、詳細設計時の適用レートを用いる。 

1）については、当該変更に係わる共通費iiiを加えた額に落札率を乗じる。 

2）については、当該変更に係わる共通費にのみ落札率を乗じる。 

２．機材 

1)既存機材については、契約の単価を用いる。 

2)新規機材については、設計変更時に単価を設定する。 

1)、2)ともに為替レートは、数量が増となる場合は、設計変更時から過去3ヶ月

の平均レートを詳細設計時と同一の方法で算出する。また、数量が減となる場

合は、詳細設計時の適用レートを用いる。 

1)については、単価、共通費ともに落札率を乗じない。 

2)については、当該変更に係わる共通費にのみ落札率を乗じる。 

 

 
 施設 機材 

既存工種 新規工種 既存機材 新規機材 

単
価 

詳細設計時の積算

単価 
新たに単価を設定 契約単価 新たに単価を設定 

為
替
レ
ー
ト 

数量が増となる場合：設計変更時点から過去 3 ヶ月の平均レート 

数量が減となる場合：詳細設計時の適用レート 



落
札
率 

当該設計変更に係

わる共通費を加えた

額に落札率を乗じる 

当該設計変更に係

わる共通費にのみ

落札率を乗じる 

‐ 

当該設計変更に係

わる共通費にのみ

落札率を乗じる 

 

なお、予備的経費試行案件は、上記積算方法によらず、予備的経費試行運用ガ

イドライン、マニュアルに則った対応を取る。 

以 上 

                                            
i 一般プロジェクト無償資金協力及び調達代理方式無償資金協力を対象とする。 
ii工種とは、国土交通省発行の「新土木工事積算大系用語定義集」による体系階

層のレベル２のことを示す。 
iii共通費とは、土木案件、建築案件においては、共通仮設費（率分）、現場管理

費、一般管理費等から構成され、共通仮設費（積み上げ分）については、落札

率を乗じる対象とならない。また、機材案件については、一般管理費等を示す。 


